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令和７年度健全化判断比率報告書 

                                          （単位：％） 

区  分 実質赤字比率 
連結実質赤字 

比 率 

実質公債費 

比 率 
将来負担比率 

比  率 － － 6.9 50.4 

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0 

財政再生基準 20.00 30.00 35.0  

 

 

 

 

令和７年度資金不足比率報告書 

（単位：％） 

会 計 名 比   率 経営健全化基準 

福岡市モーターボート競走事業会計 － 

20.0 

福 岡 市 集 落 排 水 事 業 会 計 － 

福 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 － 

福 岡 市 水 道 事 業 会 計 － 

福 岡 市 工 業 用 水 道 事 業 会 計 － 

福 岡 市 高 速 鉄 道 事 業 会 計 － 

福岡市中央卸売市場特別会計 － 

福岡市港湾整備事業特別会計 － 

福 岡 市 営 渡 船 事 業 特 別 会 計 － 
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令和８年８月 25日  

 

福岡市長   髙 島 宗 一 郎 様 

 

福岡市監査委員  落 石 俊 則 

同        浜 崎 太 郎 

同        髙 木 三 郎 

同        千々松 英 樹 

 

令和７年度健全化判断比率及び資金不足比率審査意見に 

ついて 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定に

より審査に付された令和７年度健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出する。 
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２ 文中に用いる比率（％）は、国の算定基準に基づいている。 

３ 各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

「 － 」 ………… 皆無又は該当数値なし 

「 0 」 ………… 該当数値はあるが、単位未満のもの 

４ 各表中、負の値となるものは、値の前に「△」を付している。 

５ 用語の定義等は、特段の定めがある場合を除き、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令及び地方公共団

体の財政の健全化に関する法律施行規則の定めるところによる。 
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令 和 ７ 年 度 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金 不 足 比 率 審 査 意 見 

第１ 審 査 の 種 類 

健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第

１項の規定による審査） 

第２ 審 査 の 対 象 

令和７年度健全化判断比率(実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率)及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類 

第３ 審 査 の 実 施 内 容・着 眼 点 

 福岡市監査基準に準拠し、各比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、関

係部局から提出された証書類との照合点検、所要の事情聴取等を行い、法令に適合し、かつ計数が

正確であるかについて審査した。 

第４ 審 査 の 期 間 

令和８年６月８日から同年８月５日まで 

第５ 審 査 の 結 果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、上記方法により審査した限り、いずれも法令に適合し、かつ計数が正確であると認められ

た。 

なお、各比率の状況は、次頁以降のとおりである。 
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１ 健全化判断比率 

(1) 概要

健全化判断比率の実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、黒字のため発生していない。また、

実質公債費比率は6.9％、将来負担比率は50.4％となっており、いずれも早期健全化基準を下

回っている。 

当年度の健全化判断比率の状況は、次表のとおりである。 

(注)  比率が発生していないものについては、「―」で表示している。 

(解説) 

 健全化判断比率とは、｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣に基づいて算定される実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財政指標の総称である。 

地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合には、財政健全化計画又は

財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。 

(単位：％)

比
７年度 ― ― 6.9 50.4

６年度 ― ― 7.7 58.8

率
対前年度増減 ― ― △ 0.8 △ 8.4

11.25 16.25 25.0 400.0

20.00 30.00 35.0財政再生基準

区　 　分
実 質 赤 字
比 率

連 結 実 質 赤 字
比 率

将 来 負 担
比 率

早期健全化基準

実 質 公 債 費
比 率
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実質公債費比率及び将来負担比率の５か年の推移は次のグラフのとおりである。 

実質公債費比率の推移（５か年） 

将来負担比率の推移（５か年） 

8.8 8.4 8.0 7.7
6.9

7.1 6.8 6.6 6.4

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

福岡市 政令指定都市平均
実質公債費比率(％)

早期健全化基準 25.0％

82.9

74.3
66.9

58.8

50.4

72.8
67.6

63.0 59.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

将来負担比率(％)
福岡市 政令指定都市平均

早期健全化基準 400.0％
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各指標の適用範囲は、次表のとおりである。 

健全化法 福岡市の会計等区分

○一般会計
○母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

○企業等成長支援事業特別会計
○香椎駅周辺土地区画整理事業特別会計

○貝塚駅周辺土地区画整理事業特別会計

○市立病院機構病院事業債管理特別会計

○市債管理特別会計

○後期高齢者医療特別会計
○国民健康保険事業特別会計
○介護保険事業特別会計

【法適用企業】
○モ－タ－ボ－ト競走事業会計
○集落排水事業会計
○下水道事業会計
○水道事業会計
○工業用水道事業会計
○高速鉄道事業会計

【法非適用企業】
○中央卸売市場特別会計
○港湾整備事業特別会計
○市営渡船事業特別会計

○福岡地区水道企業団
○北筑昇華苑組合
○福岡都市圏南部環境事業組合
○福岡県自治振興組合
○福岡都市圏広域行政事業組合
○粕屋郡粕屋町外１市水利組合
○福岡県後期高齢者医療広域連合
○糟屋郡篠栗町外一市五町財産組合

○福岡北九州高速道路公社
○福岡市立病院機構
○福岡市施設整備公社
○福岡県信用保証協会
○福岡市教育振興会

(注) １　資金不足比率については、公営企業会計ごとに算定。

 ３　財産区特別会計は、上記指標の対象外。

　地方独立
　行政法人
  　  　・
　地方三公社
  　  　・
　第三セクター等

 　　     法非適用企業とは、地方財政法第６条に規定する政令で定める公営企業のうち法適用企業以外のものをいう。

　一部事務組合
　   　・
　広域連合

　　　２　法適用企業とは、地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する企業をいう。

　一般会計等以外
の特別会計のうち
公営企業に係る特
別会計以外の会計

各指標の適用範囲

実
質
赤
字
比
率

本 市 会 計 等 に 係 る 各 指 標 の 適 用 範 囲

　公営企業会計

　一般会計等

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率
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(2) 各比率

① 実質赤字比率

当年度の一般会計等における実質収支額は黒字のため、実質赤字比率は発生していない。

当年度の実質赤字比率の状況は、次表のとおりである。

(解説) 

実質赤字比率とは、当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模(地方公共団

体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すものであり、普通交付税の算定を

行う際に算出される。)に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運

営の悪化の度合いを示す指標である。 

(算定式） 

実質赤字比率 ＝ 

一般会計等の実質赤字額 

標 準 財 政 規 模 

・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字額

・実質赤字額＝繰上充用額＋(支払繰延額＋事業繰越額）

(単位：千円)

７年度 ６年度 対前年度増減

9,519,797        9,444,963        74,834 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 特 別 会 計

－ － － 

企業等成長支援事業特別会計 － － － 

香 椎 駅 周 辺 土地 区 画 整理
事 業 特 別 会 計

－ － － 

貝 塚 駅 周 辺 土地 区 画 整理
事 業 特 別 会 計

－ － － 

市 立 病 院 機 構
病 院 事 業 債 管理 特 別 会計

－ － － 

市 債 管 理 特 別 会 計 － － － 

9,519,797 9,444,963 74,834

 487,014,802  470,514,285        16,500,517

－ － －実 質 赤 字 比 率(％)

合　 　計

標　準　財　政　規　模

会　 　計　  　名
実 　質　 収　 支 　額

一

般

会

計

等

一　 　般　 　会　 　計

一
般
会
計
等
に
属
す
る

特
別
会
計
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② 連結実質赤字比率

当年度の一般会計等における実質収支額、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係

る特別会計以外の会計の実質収支額及び公営企業会計における資金不足額・剰余額の合計は

黒字のため、連結実質赤字比率は発生していない。 

当年度の連結実質赤字比率の状況は、次表のとおりである。 

(単位：千円)

７年度 ６年度 対前年度増減

9,519,797 9,444,963 74,834

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 － － －

企 業 等 成 長 支 援 事 業 特 別 会 計 － － －

香 椎駅 周辺 土地 区画 整理 事業 特別 会計 － － －

貝 塚駅 周辺 土地 区画 整理 事業 特別 会計 － － －

市 立病 院機 構病 院事 業債 管理 特別 会計 － － －

市 債 管 理 特 別 会 計 － － －

9,519,797 9,444,963 74,834

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 246,884 215,929 30,955

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 1,940,456 1,936,310 4,146

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 1,372,223 1,546,062 △ 173,839

3,559,563 3,698,301 △ 138,738

７年度 ６年度 対前年度増減 

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業 会 計 20,433,234 21,799,435 △ 1,366,201

集 落 排 水 事 業 会 計 82,479 79,040 3,439

下 水 道 事 業 会 計 16,810,712 16,222,762 587,950

水 道 事 業 会 計 14,610,400 14,865,051 △ 254,651

工 業 用 水 道 事 業 会 計 692,784 640,223 52,561

高 速 鉄 道 事 業 会 計 7,637,150 － 7,637,150

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 － － －

市 営 渡 船 事 業 特 別 会 計 － － －

宅地造
成事業

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 － － －

60,266,759 53,606,511 6,660,248

73,346,119 66,749,775 6,596,344

487,014,802 470,514,285 16,500,517

－ － －連結実質赤字比率(％)

一

般

会

計

等

以

外

の

特

別

会

計

の

う

ち

公

営

企

業

に

係

る

特

別

会

計

以

外

の

会

計

小　 　計（Ｂ）

公　営　企　業　会　計　名
資金不足額・剰余額

小　   計（Ｃ）

合  　計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

標  準  財  政  規  模

法
適
用
企
業

宅地造
成事業
以外

法
非
適
用
企
業

宅地造
成事業
以外

小　 　計（Ａ)

会　 　計　 　名
実　質　収　支　額

一

般

会

計

等

一　 　般　 　会　 　計

一
般
会
計
等
に
属
す
る

特
別
会
計

(注)１ 一般会計等とは、地方公共団体が設置する会計のうち、一般会計と次の２と３のいずれにも属さ 

   ない特別会計をいう。 

２ 一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の特別会計とは、事業の実施に伴
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う収入をもって当該事業に要する費用を賄うべき事業(地方公営企業法を適用していない事業に限

る。) に係る特別会計をいう。 

３ 公営企業会計とは、法適用企業(地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する企業)に係る特

別会計及び法非適用企業(地方財政法第６条に規定する政令で定める公営企業のうち法適用企業以

外のもの)に係る特別会計をいう。 

(解説) 

連結実質赤字比率とは、公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は

資金の不足額の標準財政規模に対する比率であり、全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体

としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標である。 

  (算定式） 

連結実質赤字比率 ＝ 

連 結 実 質 赤 字 額 

標 準 財 政 規 模 

・連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質

赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金不足額・剰余額の合計額
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③ 実質公債費比率

当年度の実質公債費比率(３か年平均)は、6.9％となっており、早期健全化基準25.0％を下回

っている。 

(単位：千円)

７年度  ６年度  ５年度 

① 元利償還金の額（繰上償還額等を除く。） 43,514,218 44,319,263 46,486,754 

小　計（Ａ）＝① 43,514,218 44,319,263 46,486,754 

② 積立不足額を考慮して算定した額 － － － 

③ 満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当す
るもの（年度割相当額）

45,286,159 44,832,923 45,220,179 

④ 公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源
に充てたと認められる繰入金

21,261,641 21,429,486 21,900,561 

⑤ 一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金

345,483 345,871 347,374 

⑥ 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 4,701,377 5,362,747 3,453,645 

⑦ 一時借入金の利子 67,810 13,753 763 

小　計（Ｂ）＝②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦ 71,662,470 71,984,780 70,922,522 

⑧ 特定財源の額 32,375,246 31,116,700 28,524,467 

小　計（Ｃ）＝⑧ 32,375,246 31,116,700 28,524,467 

⑨ 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 18,040,159 18,438,505 18,625,561 

⑩ 災害復旧費等に係る基準財政需要額 38,250,732 36,297,823 37,870,413 

⑪ 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金
及び準元利償還金（ただし、④～⑦に係るものは、地方
債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る。）

848,239 1,061,313 1,113,344 

小　計（Ｄ）＝⑨＋⑩＋⑪ 57,139,130 55,797,641 57,609,318 

⑫ 標準税収入額等 431,953,607 409,003,701 392,824,767 

⑬ 普通交付税額 55,061,195 54,638,915 45,812,240 

⑭ 臨時財政対策債発行可能額 － 6,871,669 14,979,203 

小　計（Ｅ）＝⑫＋⑬＋⑭ 487,014,802 470,514,285 453,616,210 

分　子　（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 25,662,312 29,389,702 31,275,491 

分　母　（Ｅ）－（Ｄ） 429,875,672 414,716,644 396,006,892 

実質公債費比率（％） 5.96971 7.08669 7.89771

区 分

(単位：％)

区　分
実質公債費比率

（単年度）

７年度 5.96971

６年度 7.08669

５年度 7.89771

４年度 8.20933

３年度 7.89734

実質公債費比率
（３か年平均）

6.9

7.7

8.0



- 9 -

(解説) 

実質公債費比率とは、当該地方公共団体の地方債の元利償還金及び準元利償還金に要する一般財源の合計

額が、標準財政規模を基本とした額に対する比率であり、直近３か年の平均値を用いる。 

(算定式） 

実質公債費比率 ＝ 

(Ａ＋Ｂ) － (Ｃ＋Ｄ) 

Ｅ － Ｄ 

Ａ：地方債の元利償還金(繰上償還等を除く。)            ① 

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの(準元利償還金)         ②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦ 

Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源        ⑧  

Ｄ：地方債に係る元利償還に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入され 

た額(算入公債費の額)及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政 

需要額に算入された額(算入準公債費の額)            ⑨＋⑩＋⑪ 

Ｅ：標準的な規模の収入の額(標準財政規模)             ⑫＋⑬＋⑭ 
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④ 将来負担比率

当年度の将来負担比率は、50.4％となっており、早期健全化基準400.0％を下回っている。 

(単位：千円)

７年度 ６年度 対前年度増減 

ア   1,324,032,364   1,355,869,381 △ 31,837,017

イ        42,472,129        46,930,026 △ 4,457,897

ウ  259,628,857  259,770,620 △ 141,763

エ 1,471,571 1,811,288 △ 339,717

オ        96,453,682        90,901,374 5,552,308

カ        16,451,445        13,769,007 2,682,438

地 方 道 路 公 社 － － －

地 方 独 立 行 政 法 人 － － －

第 三 セ ク タ ー 等        16,451,445        13,769,007 2,682,438

－ － －

－ － －

  1,740,510,048   1,769,051,696 △ 28,541,648

 439,811,244  423,559,784        16,251,460

 339,606,512  324,551,245        15,055,267

う ち 都 市 計 画 税  235,799,209  226,255,896 9,543,313

 744,251,274  777,006,835 △ 32,755,561

  1,523,669,030   1,525,117,864 △ 1,448,834

(Ｃ)  487,014,802  470,514,285        16,500,517

(Ｄ)        57,139,130        55,797,641 1,341,489

 216,841,018  243,933,832 △ 27,092,814

 429,875,672  414,716,644        15,159,028

50.4 58.8 △ 8.4将　来　負　担　比　率   （％）

金　 　額

地 方 債 の 現 在 高

債務負担行為に基づく支出予定額

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

計（Ｂ）

区　　　分

将

来

負

担

額

充 当 可 能 基 金

充 当 可 能 特 定 歳 入

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額

組 合 負 担 等 見 込 額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

設立法人 の負 債額 等負 担見 込額

連 結 実 質 赤 字 額

組合連結実質 赤字 額負 担見 込額

計（Ａ）

標 準 財 政 規 模

算 入 公 債 費 等 の 額

分 子 （ Ａ － Ｂ ）

分 母 （ Ｃ － Ｄ ）

充
当
可
能
財
源
等

(単位：％)

７年度 ６年度 対前年度増減

50.4 58.8 △ 8.4



- 11 -

《 将来負担額の内訳 》 

ア 地方債の現在高

イ 債務負担行為に基づく支出予定額

(単位：千円)

区　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

葬 祭 場 再 整 備 事 業 に 伴 う
葬 祭 場 用 建 物 等 の 取 得

－ 142,412 △ 142,412

香 椎 副 都 心 土 地 区 画 整 理 事 業 158,456 358,685 △ 200,229

学 校 給 食 セ ン タ ー 整 備 運 営 事 業
( 第 １ セ ン タ ー ）

574,951 766,321 △ 191,370

福 岡 市 立 東 部 地 域 小 学 校
空 調 整 備 Ｐ Ｆ Ｉ 事 業

52,059 77,520 △ 25,461

福 岡 市 立 西 部 地 域 小 学 校
空 調 整 備 Ｐ Ｆ Ｉ 事 業

53,076 79,016 △ 25,940

学 校 給 食 セ ン タ ー 整 備 運 営 事 業
( 第 ２ セ ン タ ー ）

1,189,966 1,427,703 △ 237,737

福 岡 市 立 東 部 地 域 中 学 校
空 調 整 備 Ｐ Ｆ Ｉ 事 業

42,997 57,127 △ 14,130

福 岡 市 立 西 部 地 域 中 学 校
空 調 整 備 Ｐ Ｆ Ｉ 事 業

52,015 69,075 △ 17,060

科 学 館 整 備 運 営 事 業 1,826,812 2,108,983 △ 282,171

総 合 体 育 館 整 備 運 営 事 業 5,253,428 5,889,654 △ 636,226

美 術 館 リ ニ ュ ー ア ル 事 業 2,609,462 2,938,842 △ 329,380

学 校 給 食 セ ン タ ー 整 備 運 営 事 業
( 第 ３ セ ン タ ー ）

2,473,927 2,748,807 △ 274,880

第 ２ 期 展 示 場 等 整 備 事 業 5,517,967 6,050,885 △ 532,918

早 良 南 地 域 交 流 セ ン タ ー 整 備 事 業 1,208,685 1,314,245 △ 105,560

福 岡 市 立 東 部 地 域 小 ・ 中 学 校
特 別 教 室 空 調 整 備 Ｐ Ｆ Ｉ 事 業

246,477 271,766 △ 25,289

福 岡 市 立 西 部 地 域 小 ・ 中 学 校
特 別 教 室 空 調 整 備 Ｐ Ｆ Ｉ 事 業

237,234 261,699 △ 24,465

福 岡 市 拠 点 文 化 施 設 整 備 及 び
須 崎 公 園 再 整 備 事 業

20,974,617 22,367,286 △ 1,392,669

合　 　計 42,472,129 46,930,026 △ 4,457,897

(単位：千円)

区   分 ７年度 ６年度 対前年度増減

一 般 会 計   1,301,080,334   1,331,542,520 △ 30,462,186 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計         3,179,624         3,549,024 △ 369,400 

企 業 等 成 長 支 援 事 業 特 別 会 計 － － －

香椎駅周辺土地区画整理事業特別会計         9,542,784        10,260,064 △ 717,280 

貝塚駅周辺土地区画整理事業特別会計 787,322 533,824 253,498 

市立病院機構病院事業債管理特別会計         9,442,300         9,983,949 △ 541,649 

合   計   1,324,032,364   1,355,869,381 △ 31,837,017 
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ウ 公営企業債等繰入見込額

エ 組合負担等見込額

オ 退職手当負担見込額

(単位：千円)

区　 　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

福 岡 地 区 水 道 企 業 団 － －  －

北 筑 昇 華 苑 組 合 － － －

福 岡 都 市 圏 南 部 環 境 事 業 組 合         1,471,571         1,811,288 △ 339,717

合　 　計         1,471,571         1,811,288 △ 339,717

(単位：千円)

区　 　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

退 職 手 当 負 担 見 込 額        96,453,682        90,901,374         5,552,308

(単位：千円)

区　 　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業 会 計 － － －

集 落 排 水 事 業 会 計 441,806 550,099 △108,293 

下 水 道 事 業 会 計  203,584,381  198,358,947 5,225,434        

水 道 事 業 会 計         1,769,375         1,564,212 205,163           

工 業 用 水 道 事 業 会 計 － － －

高 速 鉄 道 事 業 会 計        44,835,134        49,476,994 △4,641,860 

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計         8,493,604         9,285,694 △792,090 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 － － －

市 営 渡 船 事 業 特 別 会 計 504,557 534,674 △30,117 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 － － －

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 － － －

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 － － －

合　 　計  259,628,857  259,770,620 △141,763 
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カ 設立法人の負債額等負担見込額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(解説) 

将来負担比率とは、地方債残高に加え、地方公社に対する債務保証や第三セクタ－等に対する損失補

償等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、標準財政規

模を基本とした額に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払ってい

く可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標で

ある。 

   (算定式）  

将来負担比率 ＝  

Ａ － Ｂ    

 

   

Ｃ － Ｄ 

Ａ：将来負担額      

Ｂ：充当可能財源等 

Ｃ：標準財政規模 

Ｄ：算入公債費等の額 

 

(単位：千円)

区　　   　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

福 岡 北 九 州 高 速 道 路 公 社 －                   －                   －

福 岡 市 立 病 院 機 構 －                   －                   －

福 岡 市 施 設 整 備 公 社 13,124,595       11,524,623       1,599,972        

福 岡 県 信 用 保 証 協 会 2,930,707        1,817,522        1,113,185        

福 岡 市 教 育 振 興 会 396,143           426,862           △ 30,719         

合　　  　計 16,451,445       13,769,007       2,682,438        
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２ 資金不足比率 

(1) 概要 

当年度は、全ての公営企業会計において資金不足は生じていないため、資金不足比率は発生し

ていない。 

当年度の公営企業会計における資金不足比率は、次表のとおりである。 

 (単位：％) 

会    計    名 
比        率 経営健全化 

基   準 ７年度 ６年度 対前年度増減 

法

適

用

事

業 

モーターボート競走事業会計 － － － 

20.0 

集 落 排 水 事 業 会 計 － － － 

下 水 道 事 業 会 計 － － － 

水 道 事 業 会 計 － － － 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 － － － 

高 速 鉄 道 事 業 会 計 － － － 

法
非
適
用 

事
業 

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 － － － 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 － － － 

市 営 渡 船 事 業 特 別 会 計 － － － 

 

 

 

(2) 各公営企業会計の資金不足比率状況 

① モーターボート競走事業会計（法適用） 

当年度は、資金不足額(Ａ)が△204億3,323万4千円となり、資金不足は生じていない。 
 

  

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

流動負債(a)
※控除企業債等を除く。

3,363,986 1,704,531 1,659,455

算入地方債現在高(b) － － －

流動資産(c)
※控除財源を除く。

23,797,220 23,503,966 293,254

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) △ 20,433,234 △ 21,799,435 1,366,201

事業規模(Ｂ) 78,197,926 69,769,473 8,428,453

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0
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② 集落排水事業会計（法適用） 

 

 

 

 

 

 

 

当年度は、資金不足額(Ａ)が△8,247万9千円となり、資金不足は生じていない。 

 

 

③ 下水道事業会計（法適用） 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

当年度は、資金不足額(Ａ)が△168億1,071万2千円となり、資金不足は生じていない。 

 

  

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

流動負債(a)
※控除企業債等を除く。

63,565 64,252 △ 687

算入地方債現在高(b) － － －

流動資産(c)
※控除財源を除く。

146,044 143,292 2,752

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) △ 82,479 △ 79,040 △ 3,439

事業規模(Ｂ) 68,503 257,578 △ 189,075

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

流動負債(a)
※控除企業債等を除く。

17,020,563 14,110,367 2,910,196

算入地方債現在高(b) － － －

流動資産(c)
※控除財源を除く。

33,831,275 30,333,129 3,498,146

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) △ 16,810,712 △ 16,222,762 △ 587,950

事業規模(Ｂ) 42,132,815 44,379,921 △ 2,247,106

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0



- 16 - 

 

④ 水道事業会計（法適用） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

当年度は、資金不足額(Ａ)が△146億1,040万円となり、資金不足は生じていない。 

 

 

⑤ 工業用水道事業会計（法適用） 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

当年度は、資金不足額(Ａ)が△6億9,278万4千円となり、資金不足は生じていない。 

 

  

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

流動負債(a)
※控除企業債等を除く。

11,277,884 12,012,508 △ 734,624

算入地方債現在高(b) － － －

流動資産(c)
※控除財源を除く。

25,888,284 26,877,559 △ 989,275

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) △ 14,610,400 △ 14,865,051 254,651

事業規模(Ｂ) 33,223,004 32,972,520 250,484

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

流動負債(a)
※控除企業債等を除く。

153,659 314,798 △ 161,139

算入地方債現在高(b) － － －

流動資産(c)
※控除財源を除く。

846,443 955,021 △ 108,578

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) △ 692,784 △ 640,223 △ 52,561

事業規模(Ｂ) 217,869 212,850 5,019

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0
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⑥ 高速鉄道事業会計（法適用） 

 

 

 

当年度は、資金不足額(Ａ)が△76億3,715万円となり、資金不足は生じていない。 

     なお、令和６年度については、法令の規定により解消可能資金不足額を算入した結果、資金

不足は生じていない。 

 

 

⑦ 中央卸売市場特別会計（法非適用） 
 (単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

歳出額(a) 6,114,938 6,461,158 △ 346,220

算入地方債現在高(b) － － －

歳入額(c)
※翌年度に繰り越すべき財源を除く。

6,114,938 6,461,158 △ 346,220

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) － － －

事業規模(Ｂ) 2,374,697 2,448,631 △ 73,934

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0
    

当年度は、資金不足は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

流動負債(a)
※控除企業債等を除く。

17,461,756 16,601,767 859,989

算入地方債現在高(b) 10,573,520 11,701,640 △ 1,128,120

流動資産(c)
※控除財源を除く。

35,672,426 27,135,332 8,537,094

解消可能資金不足額(ｄ)              - 76,534,957 △ 76,534,957

資金不足額(Ａ＝a＋b－c－ｄ)
※d＞0かつＡ＜０のときＡ＝０

△ 7,637,150 0 △ 7,637,150

事業規模(Ｂ) 38,530,499 36,065,496 2,465,003

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0
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⑧ 港湾整備事業特別会計（法非適用） 

 

宅地造成事業を行う特別会計については、法令の規定により資金不足額の算定法と資金剰

余額の算定法がそれぞれ定められており、当年度は、資金不足は生じていない。 

 

 

⑨ 市営渡船事業特別会計（法非適用） 

 

 

当年度は、資金不足は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

歳出額(a) 1,627,966 1,519,235 108,731

算入地方債現在高(b) － － －

歳入額(c)
※翌年度に繰り越すべき財源を除く。

1,627,966 1,519,235 108,731

資金不足額(Ａ＝a＋b－c) － － －

事業規模(Ｂ) 342,112 335,713 6,399

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0

(単位：千円)

区　　　分 ７年度 ６年度 対前年度増減

歳出額(a) 15,411,558 27,092,816 △ 11,681,258

算入地方債現在高(b) － － －

歳入額(c)
※翌年度に繰り越すべき財源を除く。

15,445,505 27,156,327 △ 11,710,822

土地収入見込額(ｄ) 966,969 1,027,112 △ 60,143

地方債残高(ｅ) 35,938,000 39,913,000 △ 3,975,000

資金不足額(Ａ＝a＋b－c－ｄ)
※Ａ<０のとき資金剰余額(Ａ')を算定する

資金剰余額(Ａ'＝ａ+ｂ-ｃ-ｄ+ｅ）
※Ａ'＞０のときＡ'＝０

事業規模(Ｂ) 4,019,546 15,783,833 △ 11,764,287

資金不足比率(Ａ／Ｂ×100)(％) － － －

経営健全化基準(％) 20.0 20.0

000
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(解説) 

資金不足比率とは、当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の、事業の規模に対する比率

であり、公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入等の規模と比較して算定し、経営状態

の悪化の度合いを示す指標である。 

   (算定式）  

資金不足比率 ＝  

資金の不足額    

 

   

事 業 の 規 模 

・資金の不足額（法適用企業)＝(流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債の現在高 － 流動資産)－ 解消可能資金不足額 

・資金の不足額(法非適用企業)＝(繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費

の財源に充てるために起こした地方債の現在高)－ 解消可能資金不足

額 

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情

がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。 

※宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。 
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[参考] 算定の基礎となる事項を記載した書類 

   算定の基礎となる事項を記載した主な書類は、次のとおりである。 

   ・ 福岡市歳入歳出決算書 

   ・ 福岡市歳入歳出決算事項別明細書 

   ・ 福岡市実質収支に関する調書 

   ・ 福岡市財産に関する調書 

   ・ 福岡市基金の運用状況に関する調書 

   ・ 福岡市公営企業各会計の決算書及び事業報告書等付属書類 

   ・ 地方交付税算定台帳 

   ・ 公債台帳 

   ・ 地方財政状況調査表 
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